
【公共事業関係費】

【河川事業】

（補助事業等）

堤川広域一般河川
改修事業
和歌山県

１０年
継続中

23 506 25 19.9 中止
近畿地方整備局

河川部地域河川課
（課長 岡山公雄）

由良川河川高潮対
策事業
和歌山県

１０年
継続中

15 1,212 19 63.6 中止
近畿地方整備局

河川部地域河川課
（課長 岡山公雄）

【道路・街路事業】

（補助事業等）

都市モノレール多
摩南北線
東京都

再々評価 - - - -
評価

手続中

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春敏）

貨幣換算が困難な効果等による評価 対応方針
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
(億円)

便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算した便益:B(億円)

費用便益分析

費用:C
(億円)

B/C

担当課
(担当課長名)

- -

評価手続中事業（平成１６年度評価）の再評価結果一覧

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
(億円)

担当課
(担当課長名)

便益の内訳及び主な根拠

人家密集地であり、高潮対策に長期間を
要しており、事業の継続は困難なため、
和歌山県の単独事業において暫定断面で
堤防高さを確保のうえ、本事業を中止す
る。

【内訳】
 被害防止便益：506億円

【主な根拠】
 浸水軽減戸数：337戸
 浸水軽減面積：13ha

人家密集地であり、河川改修に長期間を
要しており、事業の継続は困難なため、
和歌山県の単独事業において暫定断面で
堤防高さを確保のうえ、本事業を中止す
る。

対応方針貨幣換算が困難な効果等による評価

費用便益分析

費用:C
(億円)

B/C
貨幣換算した便益:B(億円)

【内訳】
 被害防止便益：1,212億円

【主な根拠】
 浸水軽減戸数：178戸
 浸水軽減面積：12ha


